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 明治大学情報コミュニケーション学部専任教員公募要領 

 

明治大学情報コミュニケーション学部長 

                                 須 田  努 

 

 標記の件について、下記の要領により専任教員を公募します。 

 

記 

 

１ 募集科目・任用職名及び人員 

「市民社会と法Ⅰ・Ⅱ」 

  専任准教授又は専任講師   １名 

 

２ 担当科目及び仕事内容 

  任用後は、主として次の科目等を担当する。 

「市民社会と法Ⅰ・Ⅱ」及び「ゼミナール科目」ほか関連科目。 

 （【資格ごとの責任担当時間】准教授：8時間 専任講師：6時間） 

  その他、学部・大学院の教育研究に係わる業務及び大学の管理運営・入学試験関係業

務など。 
 

３ 科目内容・任用条件 

高度に発達した情報化社会は新しい市民社会を出現させた。その新しい（変容した）

市民社会において、個々の市民の権利・義務関係を調整する手段としての法律（とく

に民事法）の重要性はますます大きなものになったといえる。また現代社会を成熟し

た（否定的な意味を含む）消費社会と位置付ければ、消費社会における「法的基礎」

（たとえば契約の諸類型を学ぶこと）をしっかりと理解することが肝要であり、現代

社会を少子高齢化社会として検討の対象とすれば、成年後見制度をはじめとする現在

および将来の市民生活にかかわる重要な法規定について、正確な知識の獲得が必要に

なる。 

つまり、現在の市民（われわれ）が直面する諸問題に法律学的にアプローチするこ

とも問題解決の一つであることを提示し、現代社会における市民的権利の保護の重要

性、あるいは義務履行にかかわるトラブルの処理・調整において法が果たすべき役割

を市民の一人として主体的に考え論じることを本科目の目的としている。 

本科目の担当者としては民事法の研究者を想定しているが、高度に情報化・複雑化

した現代社会の諸課題を民事法との関わりで研究し、学際研究について強い関心・意

欲を持つ人材を求めたい。 

 



４ 業務内容 

業務内容は、自らの研究と上記科目等の授業に加え、学部の教育研究に係わる業務及

び大学の管理運営・入学試験関係業務などである。また将来的には大学院情報コミュニ

ケーション研究科での関連科目や関連業務も担当してもらう予定である。 

 

５ 任用予定日 

  ２０２３年４月１日 

 

６ 任用職名に対する応募資格 

(1) 専任准教授で応募の場合 

 次のいずれかに該当し、教育研究上の能力があると認められる者 

ア 大学において准教授又は３年以上の専任講師若しくは助教の経歴を有し、か

つ、教育研究上の業績（学術論文または著書８本以上）があると認められる者 

イ 大学又はこれに準ずる研究所、試験所、調査所等で、本大学の定める授業科目

に関連する業務に相当期間従事した経歴を有し、かつ、研究上の業績（学術論文

または著書８本以上）があると認められる者 

 なお、いずれにおいても博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学

位を含む。）を有することが望ましい。 

 (2) 専任講師で応募の場合 

次のいずれかに該当し、教育研究上の能力があると認められる者 

ア 大学において専任講師又は２年以上の助教若しくは助手の経歴を有し、かつ、

研究上の業績（学術論文または著書３本以上）があると認められる者 

イ 修士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有し、

研究上の業績（学術論文または著書３本以上）があると認められる者 

   

７ 応募書類 

  本学部ホームページにおける公募サイトをご確認ください。 

 

８ 選考方法 

  第 1 次審査（書類選考）：８月上旬 審査結果発送 

  第 2 次審査（模擬授業またはプレゼンテーション及び面接等）:９月２日実施(予定) 

 

９ 応募締切日 

  ２０２２年６月３０日（木）１７時 必着 

  

10 申込み方法 

 はじめに別表の Web エントリーを行い、その他の応募書類一式を揃えて、期限内に

指定の方法で送付のこと。必ず Web エントリーと応募書類の郵送の両方を行うこと。 

 封筒に「応募書類在中（市民社会と法Ⅰ・Ⅱ）」と朱書きの上、ゆうパック、宅配

便等で送付のこと。(応募書類持参不可) 



※ 注意：Web エントリーと郵送応募書類の両方が応募締切日までに届かない場合は、応募

が無効となりますので、ご了承下さい。 

※ 主要業績の書籍以外は返却しません。書籍の返却を希望する場合は、宛名を書いた返送

用封筒等に簡易書留郵送分の切手を貼付し（他の料金受取人払の方法も可）、同封してく

ださい。 

 

11 その他 

  本学の定年は７０歳である。なお、本学は私学共済等ではなく、独自の年金制度（明

大年金）を運用しているが、その受給を受けるには、本学における任用日から起算し

て 17 年以上の在職期間が必要なものとして運用がなされている点にご留意されたい。 

本学は男女共同参画社会の実現に向けて、女性研究者の積極的な応募を期待します。 

 

12 応募書類の提出及び問合せ先 

  〒１０１－８３０１ 千代田区神田駿河台１－１ 

  明治大学教務事務部情報コミュニケーション学部事務室気付  

  明治大学情報コミュニケーション学部学部長宛 

  問合せ先 明治大学教務事務部 情報コミュニケーション学部事務室  

                  Fax ０３－３２９６－４３５１ 

                  E-mail：infocom@mics.meiji.ac.jp      

※電話での問い合わせには応じかねます。 


